
７．国の行政機関等の移転 
 

経緯 
  

１．第四次全国総合開発計画等を受けて、昭和６３年１月２２日、「国の機関等の移転に

ついて」が閣議決定された。これにより、国の機関等の移転を推進していくこと、及び

その推進のため、関係省庁の事務次官等をもって構成する「国の機関等移転推進連絡会

議」の設置が決定された。 

２．昭和６３年６月１４日に施行された多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８

３号）において、国の行政機関等の東京都区部からの移転、東京都区部における新規立

地等の抑制等の施策が盛り込まれた。 

３. 昭和６３年７月１９日、多極分散型国土形成促進法に基づく移転に関する基本方針及

び国の行政機関等７９機関１１部隊等について移転の推進を図ることを内容とする「国

の行政機関等の移転について」が閣議決定された（参考１）。 

４. 平成元年８月２４日、国の機関等移転推進連絡会議において、新築、移転間もない３

機関を除く７６機関１１部隊等の移転先地又は移転候補地がとりまとめられた。 

５. 平成２年１０月２５日、国の機関等移転推進連絡会議において、地方支分部局の集団

的移転を円滑に推進するため、集団的移転関係省庁部会を設けることが申し合わされた。 

６. 平成３年４月８日、国の機関等移転推進連絡会議において、集団的移転関係省庁部会

での検討結果に基づき、集団的移転のための官庁施設の整備方針等がとりまとめられた。 

７. 平成３年１０月２４日、国の機関等移転推進連絡会議において、それまでに施設整備

に着手している機関については、原則平成７年度までに移転を行うこと、調査、検討中

の国の機関については、原則平成４年度までに移転計画の策定を行い、特殊法人につい

ても、各法人毎の個別の事情を踏まえつつ、国の機関に準じた要請等を行うこと、埼玉

県大宮・与野・浦和地区への集団的移転については、平成３年度に基本構想の策定、平

成４年度にこれを具体化するための計画の策定を行うこと等が申し合わされた。 

８. 平成４年６月１５日、国の機関等移転推進連絡会議において、集団的移転にかかる官

庁施設整備の基本構想等がとりまとめられた。 

９. 平成５年６月３日、国の機関等移転推進連絡会議において、集団的移転にかかる官庁

施設整備の基本計画等がとりまとめられた。 

10. 平成５年６月２４日、国の機関等移転推進連絡会議において、移転計画をとりまとめ

るとともに、今回とりまとめのできなかった特殊法人については、移転計画が２年以内

を目途に公表可能となるよう指導すること、そのために必要な場合は、関係省庁も含め

て問題点の対応策を検討することと等が申し合わされた。 

11. 平成７年６月１５日、国の機関等移転推進連絡会議において、前回申し合わせにおい

て移転計画の具体化に向けて引き続き検討することとされた２２の特殊法人について、

平成７年２月２４日の閣議決定「特殊法人の整理合理化について」において統廃合の対

象とされた特殊法人を除き、移転計画をとりまとめ、また、今後の取り組み方針として、

以下のとおり申し合わされた。 



（１）移転が着実に行われるよう移転計画の進捗状況について関係省庁より報告 

（２）必要な場合には、所管省庁の要望により関係省庁を加えて法人毎に移転計画の実  

施に係る諸問題点の対応策を検討 

（３）（２）の過程において、共通的に取り扱うべき問題点が明らかになった場合には総

括部会構成省庁を中心にその問題点の対応策を検討 

（４）関係省庁は、特殊法人の職員の良好な勤務・居住環境の確保のための措置、移転経

費の財源措置等を講ずるに当たり、本施策が多極分散型国土形成促進法に基づく基

本方針に則り、国の施策の一環として実施されるものであることに十分配慮 

（５）必要に応じ移転先地毎に設置される情報交換等のための会議を活用すること等に 

より地方公共団体、特殊法人等との間の連絡調整を積極的に図る 

12．平成８年３月、集団的移転にかかる官庁施設整備に着手した。 

13．平成１１年６月２２日、国の機関等移転推進連絡会議幹事会が開催され、平成７年に

とりまとめられた移転計画を引き続き推進するため、今後の具体的な取り組みについて

確認された。 

14. 埼玉県大宮・与野・浦和地区への国の行政機関の集団的移転については、平成１２年

２月より順次移転を実施し、同年５月にすべての機関が移転を完了した。集団的移転実

施により移転した職員数は、10 省庁 17機関合計で約 6,260 人である。 

15. 平成１２年１２月２６日、中央省庁再編に伴い昭和６３年７月１９日の閣議決定の一

部改正。併せて既移転機関を別表から削除した。 

16. 平成１３年６月２８日、国の機関等移転推進連絡会議において、平成７年６月１５日

の連絡会議で取りまとめた移転計画を見直すとともに、特殊法人等の改革の検討結果を

踏まえてその対応策を再度確認すること等が申し合わされた。 

17. 平成１４年１月１０日、国の機関等移転推進連絡会議において、「特殊法人等整理合

理化計画」（平成１３年１２月１９日閣議決定）を踏まえ、平成１３年６月２８日に取

りまとめられた移転計画を見直し、新しい移転計画を定める等、今後の取り組みについ

て確認された。 

18. 平成１４年度に主たる事務所を東京都区部から移転する６特殊法人について、国土交

通省とりまとめにより、各設立根拠法における主たる事務所の所在地の規定を一括して

改正する「平成１４年度における特殊法人の主たる事務所の移転のための関係法律の整

備に関する法律」が、平成１４年５月２４日、可決成立し、同月３１日、公布された。 

19. 平成１４年６月２４日、国の機関等移転推進連絡会議において、平成１３年６月２８

日の連絡会議における申し合わせにより、平成１４年６月までに組織改革の検討状況や

移転計画について報告することとされた３機関の報告を踏まえ、平成１４年１月１０日

に取りまとめられた移転計画を見直し、新しい移転計画を定める等、今後の取り組みに

ついて確認された。 

20. 平成１８年１２月２６日、防衛省発足に伴い昭和６３年７月１９日の閣議決定の一部

改正。 

21. 閣議決定において移転対象とされた７９機関１１部隊等（廃止等により、現在は６９

機関１１部隊等）のうち、令和２年４月までに６７機関１１部隊等が移転した（参考２）。 
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